
R6.4.1

列1

1 福祉課 低所得者世帯給付金（3万円）

①新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、エネルギー、食料
品価格等の物価高騰による影響を受けた低所得者へ物価高騰対応事業
として支援
②低所得者世帯への支援金

 52,320,000        52,320,000 R5.7.27 R6.3.31
①対象：非課税世帯 1,744世帯
②総額：52,320,000円 B 効果的であった

様々な物価が高騰している中で、
給付金により低所得者世帯の経済
的な負担軽減を図ることができ
た。

2 福祉課 低所得者世帯給付金（3万円）事務費

①新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、エネルギー、食料
品価格等の物価高騰による影響を受けた低所得者へ物価高騰対応事業
として支援
②低所得者世帯への支援金に係る事務費

 2,417,372         2,417,000                372 R5.8.16 R6.3.31
①対象：非課税世帯 1,744世帯
②総額：2,417,372円 B 効果的であった

低所得者世帯の経済的な負担軽減
を図る給付事業を進めるために必
要な経費であった。

7 教育総務課 小・中学校給食費無償化事業

①新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、エネルギー、食料
品価格等の物価高騰による影響を受けている小中学生の保護者への物
価高騰対応事業を実施し負担を軽減する。
②令和５年度の小中学校給食費

 50,926,905        50,900,000            26,905 R5.4.1 R6.3.31
①対象：小学生 573人×196食
　　　  中学生 331人×193食
②総額：50,926,905円

A 非常に効果的であった
物価高騰などを受け、保護者の負
担軽減を図ることができた。

8 教育総務課
電力価格高騰による公立小・中学校支援事
業

①新型コロナウイルス感染症拡大の影響による、エネルギー等の電力価
格高騰により児童・生徒が供する学校施設も電気料金が高騰している。安
全・安心な学校運営の為に小・中学校に対して支援を行う。
②電気使用料の前年度比増分支援

 3,075,271         3,070,000             5,271 R5.4.1 R6.3.31
①対象校数：9校
②総額：3,075,271円 A 非常に効果的であった

電力価格の高騰に伴う一般財源の
支出増の抑制に貢献

14 総務課 本庁舎空調設備改修事業①

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止を目的に、役場本庁舎内の
空気循環を適正に行うため、冷房暖房設備を電気式の換気機能付き空調
設備（エアコン）に改修する。
②空調設備改修工事設計・監理費及び空調設備改修工事費

 30,456,000        13,411,000      17,045,000 R5.11.28 R6.3.21
①設置台数：室外機 15台 
　　　　　　室内機 6台
②総額：30,456,000円

A 効果的であった

職員間等における新型コロナウイ
ルスの感染が庁舎内感染を起因と
するであろう罹患が確認できな
かったことから、空調機の改修は
有効であったと考える。

15 総務課 本庁舎空調設備改修事業②

①新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止を目的に、役場本庁舎内の
空気循環を適正に行うため、冷房暖房設備を電気式の換気機能付き空調
設備（エアコン）に改修する。
②空調設備改修工事費

 234,000            234,000 R5.11.28 R6.3.21
①設置台数：室外機 15台 
　　　　　　室内機 6台
②総額：234,000円

A 効果的であった

職員間等における新型コロナウイ
ルスの感染が庁舎内感染を起因と
するであろう罹患が確認できな
かったことから、空調機の改修は
有効であったと考える。
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